
～福岡県産農林水産物輸出等応援農商工連携ﾌｧﾝﾄﾞ事業のＨ３１年度公募のご案内 ～

南筑後農業協同組合
＋

株式会社ズッペン

事業テーマ
みやま市瀬高町のセロリを使った加工品の開発

主な助成経費
旅費、原材料費、

機械装置借上料
等、広報費

事業の内容
みやま市瀬高町の規格外セロリを豊富に使った商

品シリーズを開発し、販路を開拓

オーム乳業株式会社
＋

ふくおか県酪農業協同組合

事業内容

輸出に耐え、かつフ
レッシュ感を損なわな
いよう、添加物を加え
ずに賞味期限を延長し
た生クリームを開発し、
香港などの海外へ販路
を開拓

事業テーマ
県産乳を使った輸出向け生クリームの開発

主な助成経費

旅費、原材料費、調
査分析費

農林漁業者と中小企業者が連携して、福岡県産農林水産物を
活用した新商品の開発･販路開拓を応援します！

【福岡県産農林水産物輸出等応援農商工連携ファンド事業とは】
県内の産業振興を図るため、県や県内金融機関等が造成した基金の運用益を活用し、農林水産

業者と中小企業者が連携して（連携体）、福岡県産農林水産物を使った新商品の開発・販路開拓の
取組みに対して助成する事業です（融資事業ではありません）。

今までの助成実績

農林漁業者 中小企業者連携

県産農林水産物を使った新商品の開発・販路開拓
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連携体の取組みに
対して助成

連携体
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● 応募受付期間 ： 平成３０年１２月１０日（月） ～ 平成３１年２月２２日（金） １７時必着

● 応募先 ： 公募要領に規定する県農林事務所もしくは県庁に、ご応募ください。

○ 福岡県庁 農林水産部 輸出促進課

（〒８１２－８５７７ 福岡市博多区東公園７番７号 ０９２－６４３－３５２５）

○ 福岡農林事務所 農業振興課

（〒８１０－００４２ 福岡市中央区赤坂１丁目８番８号 ０９２－７３５－６１２５）

○ 朝倉農林事務所 農業振興課

（〒８３８－００６８ 朝倉市甘木２０１４番地１ ０９４６－２２－２５７９）

○ 八幡農林事務所 農山村・農業振興課

（〒８０７－０８３１ 北九州市八幡西区則松３丁目７番１号 ０９４６－６０１－８８５２）

○ 飯塚農林事務所 農業振興課

（〒８２０－０００４ 飯塚市新立岩８番１号 ０９４８－２１－４９５５）

○ 筑後農林事務所 農業振興課

（〒８３３－００４１ 筑後市大字和泉６０６－１ ０９４２－５２－５１０５）

○ 行橋農林事務所 農業振興課

（〒８２４－０００５ 行橋市中央１丁目２番１号 ０９３０－２３－０３８２）

● 申請書類 ： 募集要項及び様式は、福岡県農業振興推進機構、または福岡県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞからﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞして下さい。
公益財団法人 福岡県農業振興推進機構 http://www.f-ap.org/ 福岡県 http://www.pref.fukuoka.lg.jp/

● 相談窓口 ： 上記の農林事務所
公益財団法人 福岡県農業振興推進機構 ＴＥＬ ０９２－７１６－８３５５
福岡県農林水産部 輸出促進課 ＴＥＬ ０９２－６４３－３５２５

（海外向け事業、連携体支援事業に関すること）
園芸振興課特産･加工係 ＴＥＬ ０９２－６４３－３４８９

（国内向け事業に関すること）

助成事業の概要

海外市場向け
新商品開発等
及び販路開拓

事業

海外市場向けに、連携体
が互いの経営資源を活
用し、既に開発された商
品を、海外市場向けに販
路開拓を行う

海外市場向け
連携体商品
販路開拓事業

国内市場向け
新商品開発

及び販路開拓
事業

県内で生産
活動を行って
いる農林漁業
者及び県内に
おいて創業す
る者又は県内
に主たる事務
所･事業所を有
する中小企業
者との連携体

国内市場向けに、連携体
が互いの経営資源を活
用して、新商品の開発及
び販路開拓を行う

1/2以内
／

年間500万
円以内

海外市場向けに、連携体
が互いの経営資源を活
用して、新商品の開発・
改良、新技術の開発及
びそれに伴う販路開拓を
行う

新商品開発
等2/3以内

販路開拓
1/2以内
／

年間500万
円以内

助成金交付事業及び
事業の内容

対象者 事業内容 助成期間
助成率/

助成限度額

海
外
向
け

国
内
向
け

農商工連携体支援事業 連携体を支援する事業

10/10以内
／

年間100万
円以内

上記連携体を
支援する事業
を行う者

農
商
工
連
携
事
業

交付決定年度の

１１月末日まで


